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令和７年度研修計画 

 

１ 基本方針 

  県内の市町村は、急速に進む少子高齢化による人口減少や、社会のデジタル化の急速な

進展への対応など、近年の社会環境の変化がもたらす様々な課題に直面しており、また、

感染症や頻発する自然災害への対応など、行政に求められる役割も一層複雑かつ多様化し

ています。 

  これらの複雑・多様化する行政課題に対応していくため、組織を支える人材の育成・確

保や、職員の能力を最大限に発揮できる環境の整備が重要となっており、各市町村におい

ては、これまで以上に効率的な組織体制の構築や、あらゆる主体との協働・連携を図り、

地方創生を進める人材の育成が強く求められています。 

  このような社会経済環境の構造的な変化や多様化する行政ニーズに対応し、地方自治を

より進展させるためには、市町村職員の柔軟な発想と創意工夫に基づいた政策を展開する

能力が必要不可欠です。そして、今後も予想される厳しい社会情勢の中で、これまで以上

に高い志と誇りを持って職務に精励する人材の育成が急務となっています。 

  さらに、職場内においては、新規採用職員から、定年年齢の引き上げに伴うシニア世代

までの多様な人材をマネジメントしながら行政運営を行う必要があり、職員一人一人のエ

ンゲージメントを高めその能力を最大限に発揮できるよう、それぞれがやりがいや成長実

感を得られるような、柔軟な働き方の実現と職場環境の整備が求められています。 

  研修所では、構成市町村で策定した「人材育成基本方針」等を踏まえ、直面する行政課

題を解決するための能力の向上と、地域の活性化を図り質の高い行政サービスの提供に努

める職員の育成に取り組んでまいります。 

  また、急激な人口減少社会への対応として、デジタル技術を活用した住民の利便性の確

保や業務効率化による行政サービスの更なる向上が求められていることから、構成市町村

における DX推進の取組に資するための研修の充実を図ってまいります。 

  令和７年度の研修計画においては、さらに時代の流れに応じた研修運営を目指すため、

研修運営意向調査及び受講者アンケートの意見等を参考に、その結果からニーズの高い研

修を選定する一方で、次代を見据えた新たな研修を加えて実施することといたします。 

  このほか、各自治体の職場の人材育成を推進するため、より実践的に市町村職員等の研

修指導者養成を進めるための計画となるよう努めます。 

さらに、事前課題などにより受講者への動機付けを行うほか、事後には研修フォローシ

ートの活用により研修効果を高めるなど、受講者が研修成果を職場に還元し、地域づくり

に貢献できる人材の育成を目指します。 
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